
 1

 

平成 16 年 6 月 22 日 
 

独立行政法人国際交流基金 平成 15 年度外部評価書 
 

独立行政法人国際交流基金 評価に関する有識者委員会 

 
本委員会は国際交流基金の事業とそれに関連する業務について、国際交流基金か

らの説明を受け、その要請に応じ、国際交流基金の活動の評価を行い、同時に第三

者的見地から業務改善のための方策について助言を行いました。 
 
事業の評価については、国際交流基金から提出された平成 15 年度の業務に関す

る業績報告（案）に記載された自己評価をもとに、第三者の立場から行いました。 
 
当委員会としては、国際交流基金の「中期計画」に定められた各項目の実施状況

を、別添の通りと評価しますが、同時に国際交流基金のあり方やその活動の評価に

ついては、下記のような意見があったことを特に記しておきたいと思います。 
 

記 
 

1. 21 世紀を迎え国際交流はその重要性が増しているなか、日本として、より積極的

に推進していくべき事業と考えますが、時代の変化の中で、その主たる担い手であ

る国際交流基金の役割は何かをあらためて考える時に来ていることも事実です。こ

うした状況にあって、しっかりとした戦略をたて、明確な意識をもって業務に取り

組むことが特に重要と考えます。 

 

国際交流基金の目的として「国際相互理解の増進」が掲げられていますが、相手

にまず興味を持ってもらうことが理解の出発点となります。日本が魅力的であると

いうことが、その基礎になるべきです。また日本の立場になって日本のことを説い

てくれる海外の友人を支援していくことが非常に重要です。例えば、日本語事業に

ついていえば、日本語学習者が習得した日本語を使うことのできる機会を提供して

いくようなフォローアップ事業も考える必要があります。 
 

  予算的制約があるなかで、国際交流基金が一層効果的に事業を実施するには、他

の国際交流担い手の活動状況を把握し、役割分担、連携を図る必要があります。機

動的に事業を実施するためには、どのような相手と協力するのがよいか、平素から

ネットワークを築き情報を持っておくことが肝要です。政府、民間など、文化交流

の様々な担い手の間における役割分担の調整に積極的に取り組むことが大切であ

り、政府もこうした点に留意されることを希望します。 
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  なお国際交流基金の活動が、学界、文化芸術関係等限られた層の中でしか浸透し

ていないとすれば、国内の知名度向上は急務であり、早急に広報を強化して自らの

活動を国民により広く理解してもらう必要がありましょう。 

 
２．国際交流基金事業は、全世界を対象とする多岐に渡る事業であるため、その評価

作業は相当量のものとなっており、現場職員の相当の負担となっています。今後、

より効率的でかつ効果的な評価のしかたを検討する必要があります。同時に評価を

通じ、事業の効果等を客観的に把握し、事業の見直しを進めるよい契機として活用

していく視点も必要と考えます。 
 
  評価手法として用いられている、アンケート等による事業の裨益者満足度の定量

的な把握については、調査手法、サンプル数、回答率等の諸要件を、十分勘案する

必要があり、判断の前提として吟味しておく必要があります。また、裨益者の満足

度のみに焦点をあてた評価ではなく、より多様な観点での評価が望まれます。 
 

現在の国際交流基金のプログラムの目的は「相互理解増進」のように抽象的です。

例えば芸術交流分野の公募助成を行う際には、紹介したいものが日本の芸術の質の

高さか、多様性か、あるいは独自性か、支援する側が一つ一つの助成について意図

をできるだけ明確に持っておくことが必要です。それによって初めて助成の効果を

測定することができると考えます。 
 

国際文化交流事業の評価は、本来的には定性評価になじむものであり、また、フ

ェローシップ事業のように、単年度毎の評価よりは、長期間に渡ってかつ多角的に

成果を把握することの方が重要なものも多くあります。さらに事業分野ごとの評価

も大切ですが、国際交流基金事業が総体としての日本理解、国際相互理解にどのよ

うな影響を及ぼしたのかを評価していく、という視点も必要であり、こうした評価

の手法を国際交流基金自身が開発していくことが肝要と考えます。 

以 上 

 

独立行政法人国際交流基金 評価に関する有識者委員会委員（五十音順） 
浅海  保   読売新聞 編集局次長 

岩男  寿美子  武蔵工業大学 教授 

片山  正夫   セゾン文化財団 常務理事 
佐久間 勝彦   聖心女子大学 教授 

曽田  修司   跡見学園女子大学 教授 
高階  秀爾 大原美術館 館長 (委員長)  

塙   章次  東京電力 顧問 

御厨  貴   東京大学先端科学技術研究センター 教授 
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（独立行政法人国際交流基金 平成 15 年度外部評価書 別添） 

 

平成 15 年度 項目別業務実績の外部評価 

 
中期目標評価：中期計画に定められた各項目についての達成度を評価する。 
事業年度評価：中期計画に定められた各項目についての実施状況を評価する。 

 
 

 
 
１ 業務運営 

項 目 評 価 指 標 
有識者

委員会

の評価 
評 定 の 判 定 根 拠 

一般管理費の

削減 
（中期計画最

終年度までに

一割削減） 

・国内事務所借料

20％程度削減 
・海外事務所借料

15％以上削減 
・その他 

A 

14 年度比 ７％削減（△約 3.3 億円）を達成。 
● 海外事務所借料は 20％（△約 1.7 億円）の削減

を達成 
● 国内事務所借料は 6％減（△約 0.5 億円）。 

運営費交付金

業務経費の削

減（毎事業年

度１％以上） 

・国内附属機関の

管理運営経費減 
・その他 

A 
● 16 年度の年度計画において前年度比 1.35％減

（△約 1.3 億円）。 

組織運営の機

動性、効率性

向上 

・機構改革の実施

状況 
・人事交流・研修

の実施状況 
・業績評価の実施

状況 

A 

● 「文化芸術」「日本語」「日本研究・知的交流」「情

報センター」の年度計画を作成、16 年 5 月機構

改革を実施すべく準備を進めた。 
● 研修 64 件（例：1 年間の海外大学院研修、赴任

前外国語研修等）、他機関との人事交流 23 件

（例：在外公館への出向派遣、大阪国際交流セ

ンターへの職員派遣・受け入れ等）を実施 
● 専門評価者の点検、評価に関する有識者委員会設

置、一部データ未収集 

国民に対する

サ ー ビ ス 向

上、効果的な

事業実施 

・外交ニーズへの

対応状況 
・広報強化、国民

の窓口設定状況 
・プログラム数を

最終年度までに 1
割削減の検討・実

A 

● 在外公館からの要望（特記事項）の 89％に対応。 
● 広報、国民の窓口機能を担う情報センターを新

設、その長を民間から登用 
● 16 年度において 14 年度比 14％減するプログラ

ム案を作成。（平成14年度223→平成15年度222
→平成 16 年度 193 予定） 

● 中期計画で示された 11 プログラム中、10 プログ

四段階判定：  
A：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調       
B：中期計画の実施状況が当該事業年度においておおむね順調 
C：中期計画の実施状況が当該事業年度においてやや順調でない  
D：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調でなく、業務運営の改善が必要 
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施状況 
・事業の縮小・改

編の実施状況 

ラムで新たなニーズへ移行、厳選実施、共催形態

への移行、縮小・廃止措置をとった。 

予算、収支計

画、資金計画 

・収入の確保状況 
・支出予算の執行

状況 
B 

● 予定した収入を約7,500千円上回る952,743千円

の運用収入を確保。 
● 一般寄附金については、当初予算 13,130 千円を

上回る 15,110 千円の収入を獲得。 

● 予算執行については、予算の効率的執行に努める

一方で、中東情勢の不安定化、相手方事情等により

859,896 千円の繰越が発生。 

人事管理、人

事交流 

・人事評価制度の

検討・実施状況 
・他機関との人事

交流状況 

A 
● 能力評価を導入。業績評価の導入を検討中。 
● 他機関との人事交流 23 件を実施 

施設・設備の

改修 
・日本語国際セン

ターの改修状況 
A 

● 平成15年 10月 1日から平成16年 3月 31日まで

の工期で外壁等の改修工事を実施。工事費

135,411 千円は、外務大臣の承認を得た上で、運

用資金資産を取崩。 

 
２ 文化芸術 

項 目 評 価 指 標 
有識者

委員会

の評価 
評 定 の 判 定 根 拠 

（共通事項） 
外 交 ニ ー

ズへの対応、

非政府部門

との連携、情

報の収集・発

信、国際交流

施設の活用、

評価指標の

導入、適切な

事業実施 

左記事項の検討、

実施状況 
A 

● 大型周年事業の「日本アセアン交流年」では 1 万

人の入場者、推定 226 万人の視聴者があり、周年

事業の盛り上げに貢献。 
● 「東京芸術見本市」等 3 件を非政府団体と共催等。 
● 「Japan Performing Arts Network」では日本の舞

台芸術最新情報をウェブで海外に発信する等 5 事

業を実施。 

● 国際交流基金フォーラムの年間稼働率は約 80％、

15 年度の海外事務所総入場者数は 16.4 万人。 
● 全主催事業において観客アンケートで満足度を測

る指標を導入 

人物の派遣、

招聘 

裨益者アンケー

ト、メディア報道

件数含む、検討、

実施状況 

A 

● 日本文化を紹介するため、海外のべ 77 ヶ国に日本

の文化人、芸術家を派遣。これら事業は「日本ア

セアン交流年 2003」等、外交的に重要な周年事業

を盛り上げた。地域のニーズに柔軟に対応できる

事業であるが、基金としての方針、方向性をより

明確化する必要がある。 
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● 各国を代表する一流文化人 25 人、中東女性雑誌編

集者グループ等 5 件を招聘し、日本理解を促進し

稔りある交流を実現するとともに、専門家間の意

見交換のパイプを作り、参加者のインタビュー記

事が中東メディアに掲載されるなど波及効果の高

い事業となった。 
● 本来中長期的な効果が重要なフェローシップ等人

物の派遣、招聘事業について、単年度ごとの効果

を測定する評価指標をいかに設定するか、更なる

検討が必要。 

文化芸術分

野の国際協

力 

裨益者アンケー

ト含む検討、 
実施状況 

A 

● アフガニスタン、イラク等の戦乱で被害を受けて

いる国の文化遺産保存に協力。アフガニスタンへ

の専門家派遣の成果として、アフガニスタン少年

少女の絵画・工芸・写真展を日本で開催した。協

力対象案件の事前評価においては、文化遺産が民

族、宗教、政治状況等の微妙な問題を含むので、

現地状況を包括的に把握し、慎重に評価する必要

がある、 
● 剣道、柔道等のスポーツ専門家 2 件を派遣し、4

件を助成し、南アジア、中東等の開発途上国を中

心に各国の人材育成に協力。 
● 派遣、招聘後のフォローアップをどのように進め

るか検討する必要がある。 

市民青少年

交流 

裨益者アンケー

ト含む検討、 
実施状況 

A 

● 「日本アセアン交流年 2003」を記念し、日本と

アジア各国の市民レベルの交流事業 40 件（日本

インド学生会議等）に助成。また日本と中東の青

年交流を促進し、イラク復興を支援するために日

本イラク親善サッカー試合について、イラク代表

チームの渡航費を助成、日本・イラクの友好を盛

り上げる。同試合の観戦者は 3.8 万人。 

造形芸術交

流 

裨益者アンケー

ト、メディア報道

件数含む検討、実

施状況 

A 

● 海外のべ 72 カ国や国内で実施された造形芸術交

流事業（主催・助成）には、約 14 万人の入場者

があり、その入場者の 70～76％から有意義との

好意的な評価を得た。特にパリ日本文化会館で 15
年 10 月から 16 年 1 月まで開催した「ひととロボ

ット展」は、現代美術展のみならず、企業ロボッ

トの実演、シンポジウム、ロボットアニメの映画

上映、舞台公演、ロボットコンテストなど多彩な

催しを組み合わせ、ほぼ 2.5 万人近い観客を集め、
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主要メディアに取り上げられ日本でもたびたび

報道される等、内外で注目を集めた。また従来、

パリ日本文化会館に来館したことがなかった小

中学生が多数来館する等、日本に関心を持つ層を

拡大させた。 
● 企画立案がほとんど日本側のみで行われ、現地協

力機関は実施面のみでプロジェクトに参画する

等現地側のイニシャティブを引き出せていない

事業等については工夫が必要。 

舞台芸術交

流 

裨益者アンケー

ト、メディア報道

件数含む検討、実

施状況 

A 

● 海外や国内で実施された舞台芸術交流事業（主

催・助成）には、約 5.4 万人の入場者があり、入

場者平均の 93％から有意義との好意的な評価を

得た。特に「J－ASEAN ポップス」は外交的に

重要な周年事業「日本アセアン交流年 2003」の

目玉事業としてアセアン 3 カ国で実施され、1 万

人の入場者があり、また各国の国営テレビ等で放

映された。さらに従来交流が乏しかったアジアの

アーティスト間の交流が深まり、本事業の後にも

共同公演が実現するなどの成果があがっている。 
● 海外公演助成において、日本の公演団を受け入れ

る現地のニーズや実施体制等についての事前評

価基準をより明確化する必要がある。 

メディアに

よる交流 

裨益者アンケー

ト、メディア報道

件数含む検討、実

施状況 

A 

● 海外 29 カ国で「プロジェクト X」等日本のテレ

ビ番組を各国テレビ局に提供した。これらテレビ

局はいずれも視聴可能者が 50 万人以上の放送局

であり、市民が直接日本文化に触れる貴重な機会

を提供した。単に日本文化紹介にとどまらず、途

上国に対する文化協力的視点からもニーズを掘

り起こしていくことが必要。なおイラク国営テレ

ビの「おしん」放映は日本国内でも大きく報道さ

れたが、イラクでは、在イラク大使館員に「苦境

を乗り越えて今日の発展を遂げた日本人の努力

に敬服する」等イラク政府高官、市民の声が多数

聞かれるとの報告もあり、イラクにおける日本認

識の向上に貢献した。 
● 海外 21 カ国で日本映画祭を開催し、海外のべ 9

カ国で日本映画上映会の開催経費を助成した。特

に､ウィーン国際映画祭におけるＡＴＧ映画特集

などこれまで海外で紹介される機会の少なかっ
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た旧作をまとめて紹介する企画は注目を集めた。

これら催しには千件を超えるメディア報道があ

った。国内映画祭では、他団体事業との比較にお

いて、より「先駆性」｢実験性｣「希少性」を重視

した事業を行う必要がある。 
● 自主事業として司馬遼太郎氏の小説「坂の上の

雲」「韃靼疾風録」翻訳出版が現在進行中である。

また海外のべ15カ国において日本の図書を翻訳、

出版することに協力した。特にロシアにおいては

現代日本文学アンソロジーの共同出版にあわせ

て図書展に文学者を派遣した。また国際図書展参

加、日本の書誌情報誌発行等を通じて、海外に日

本の出版に関する最新情報を提供した。重点地

域、テーマの絞込み等により、より明確な基金の

方針を提示する必要がある。 

 
３ 日本語事業 

項 目 評 価 指 標 
有識者

委員会

の評価 
評 定 の 判 定 根 拠 

（共通事項） 
相手国の日本

語教育基盤の

整備状況に対

応した支援、

地域的な必要

性に対応した

支援 

左記事項の検討、

実施状況 
A 

● 充実した日本語教育基盤を有する国・地域は、特

に初中等教育課程における取組みが顕著である

ことから、教育行政における専門的支援が重要。

そのニーズが特に高い豪州に対して、教育省へ日

本語教育アドバイザーを派遣し専門的助言等の

協力を行った。 
● 海外日本語講座講師謝金助成は、一定の日本語教

育基盤を有する国・地域における中核的日本語教

育機関の基盤整備及び拡充にとって有効な手段。

本助成により、当該国の日本語講座が円滑に運営

され、地域における日本教育の拠点としての活動

を遂行。 
● 日本語教育基盤が未整備な国・地域には、海外弁

論大会助成等により日本語学習意欲を奨励した。 
● 近隣国の中国、インドネシアにおいて、教科書制

作プロジェクトを支援した。 
海外日本語教

育機関のネッ

トワーク形成

と強化 

年間アクセス件

数 50 万件以上含

む検討状況、実施

状況 

A 

● 海外日本語教育機関調査を、10 年度以来 5 年ぶ

りに全世界で実施、集計結果は 16 年度に公表。 
● 日本語教育情報提供に対するアクセス件数は、15

年度下半期のみで 44 万件。 
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A 

● 海外のべ 34 カ国に日本語教育専門家を派遣（66
件）、海外のべ 14 カ国に青年日本語教師を派遣

（33 件）、海外のべ 16 カ国で日本語教育巡回セ

ミナーを開催（6 件）。これら派遣について、在

外公館及び派遣先機関の 90％以上から有意義、

との評価を得ている。 
海外日本語教

育機関強化 

支援先機関アン

ケート含む検討、

実施状況 

B 

● 海外のべ 15 カ国で海外日本語講座に対する謝

金・給与助成を実施（17 件）、また海外のべ 33
カ国で日本語弁論大会開催経費の一部助成（55
件）を実施している。これら機関助成について、

今後一層助成の必要性を精選する必要がある。 
● JICA との連携調整を強化する必要がある。 

日本語能力試

験の実施 

外部専門家の評

価と試験への反

映、試験地、受験

者数の増加 

A 
● 海外 38 カ国、88 都市で日本語能力試験を実施。

215,593 人が受験し、受験者数は 14 年度比で

11％の伸びを示した。 

海外日本語教

師研修 
研修生アンケー

ト含む実施状況 
A 

● 日本語国際センターにおいて、276 人の海外日本

語教師に対する招聘研修を実施、各研修回答者の

平均 96％から研修は有意義、との評価を得てい

る。｢必要性｣「効率性」についても指標を定めて

いるが、現在の指標のみで成否を検証することが

困難であり、より適切な指標を開発していくこと

が求められている。（現在は事務所・在外公館の

推薦順位等） 
● 内外の日本語教育専門家のために開設した「みん

なの教材サイト」は登録者数 13,000 人、平成 15
年度総アクセス数 100 万件に達しており、内外日

本語教育関係者に活発に利用されている。時代の

流れに従って内容を改編していかなければなら

ない継続性の必要とされる教材制作事業は、継続

性が保証されるシステムを作る必要がある。 

海外日本語学

習者研修 
研修生アンケー

ト含む実施状況 
A 

● 関西国際センターにおいて、海外の外交官、公務

員、司書、研究者、大学生、高校生等のべ 136
人を招聘し、専門日本語研修・日本語学習奨励研

修等を実施、各研修回答者の平均 94％から研修

は有意義、との評価を得ている。 
● ｢必要性｣「効率性」について適切な指標を開発し

ていくことが求められている。（現在は事務所・
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在外公館の推薦順位） 
● 一定の自己負担、他の民間資金の導入拡大の可能

性なども検討する必要がある 

日本語普及に

係る留意事項

（海外事務所

における現地

関係諸機関と

の連携・ニー

ズ把握、国内

関係諸機関と

の連携、基金

他事業、日本

政府の関連諸

施 策 と の 連

携） 

左記事項の検討、

実施状況 
Ａ 

● ソウル、ジャカルタ、バンコク、クアラルンプー

ル、シドニー、ロンドン、ロサンゼルス、サンパ

ウロの各事務所は、所在国において海外日本語教

育重点地域として、在外公館、現地行政機関及び

教師会等と緊密な連携（共催・協力）のもとに、

研修会・セミナー、コンサルティング、図書館運

営、広報、日本語講座運営等、包括的な日本語教

育事業を実施した。 
● 関西国際センターでは、千里金蘭大学の要請を受

け、同学が招へいしたアフガニスタン人留学生に

対する訪日時日本語研修を行い、アフガニスタン

復興の一端に寄与した。 
● 国立国語研究所及び政策研究大学院大学との連

携による「日本語教育指導者養成プログラム」に

おいて 9 人の修士課程履修者を研修し、新たに博

士課程を併設し、1 人を受け入れた。 
 
 
４ 日本研究・知的交流 

項 目 評 価 指 標 
有識者

委員会

の評価 
評 定 の 判 定 根 拠 

（共通事項） 
若手育成・ﾈｯ

ﾄﾜｰｸ拡充、関

係機関等と

の連携、地域

研究他諸分

野との連携、

地域特性に

応じた事業

実施 

左記事項の検討、

実施状況 
Ａ 

● 北京日本学研究センター事業においては、在中国

日本大使館の代表者が運営審議委員会（5 人）を

構成し、当基金北京日本文化センターとともに、

事業運営の枢要を担っている また、政治、経済、

歴史などの日本研究の主要な分野について、各国

研究者の関心テーマや若手・中堅研究者の育成状

況を概観した日本研究概況調査を実施し、その結

果を在外公館と共有している。 
● わが国の相手国・地域研究者の知見や人脈は、日

本理解を進めるにあたり、その仲介役として重要

かつ有効なものである。スペインやバングラデシ

ュなど、日本研究の初期乃至は準備段階にある国

には、当該国・地域の専門家らの協力を得た事業

を実施し、今後の研究の本格化に備えた。また有

識者による海外日本研究支援事業協力委員会を
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設け、今後の日本研究の推進にあたり、国別、地

域別の観点をより反映すべき旨の提言（15 年 5
月）を得て、その具体化に着手しているところで

ある。 
● アジア大洋州域内を通じ、盛んな日本語教育との

関連に留意した。米州日本研究が多様化している

北米では、複数機関の共同プロジェクトを優先す

る一方、中南米では、広域での組織化を後押しし

つつ、表象文化や社会科学系の比較研究にも柔軟

に対応した。欧州では、ワルシャワでの欧州日本

研究協会第 10 回総会の機会をとらえてネットワ

ークの強化につとめた（過去最多の 580 人が参

加）ほか、高等教育の再編が相次ぐ各国で日本研

究講座の動向の把握につとめた。 

海外日本研

究の促進 

アジア・大洋州、

米州、欧州・中

東・アフリカの地

域特性・ニーズに

応じた実施状況 

B 

● 村上春樹の著作の翻訳者としてロシアで有名な

KOVALENIN 氏など海外の研究者にフェローシ

ップを供与し（100 件）、訪日研究の機会を提供

した。本来中長期的な効果が重要なフェローシッ

プ等人物の派遣、招聘事業について、単年度ごと

の効果を測定する評価指標をいかに設定するか、

更なる検討が必要。 
● 中国における日本研究振興のために、中国教育部

との協定に基づき北京日本学研究センターに対

して、専門家 9 人の派遣、研究図書購送、修士研

究生 18 人の訪日研究招聘等包括的支援を実施。 
● 8 カ国の日本研究機関に客員教授を派遣(10 件)、

8カ国の日本研究拠点機関に包括助成(13件)を実

施。 
● フェローシップ受給者の帰国後のフォローアッ

プ体制を確立して事業の効果を高める等の中長

期的取組みも必要。 

知的交流の

促進 

アジア・大洋州、

米州、欧州・中

東・アフリカの地

域特性・ニーズに

応じた実施状況 

A 

● 日本、中国、韓国の東アジア 3 カ国が共通に抱え

る今日的課題解決のための意見交換を行い、リー

ダー間の信頼醸成を図るため、日・中・韓におけ

る有識者・各界リーダーを 10 人づつソウルに集

めた国際会議を開催した。 
● インドネシアで実施された「アジア・メディア・

フォーラム」等、日本とアジアの多層的なネット

ワーク形成をめざす知的交流セミナー3件の企画
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開発に関与し、一部経費助成を行った。 
● 日米関係緊密化という外交的課題に応えるため

に米国若手政治指導者 9 人を日本に招聘し、日本

の若手政治指導者らとの対話を実現した。また日

米交流 150 周年を記念するシンポジウムをはじ

めとして、日米間の対話を促進するセミナー・共

同研究 15 件を実施・支援した。 
● 米国ＮＰＯでの実務研修の機会を、日本の非営利

セクターに従事する中堅層 6 人に提供した。これ

らフェローは、帰国後、研修の成果を生かしてＮ

ＰＯセクターの各方面で活躍している。また、日

本との接点が少ない米国南部に日米草の根交流

のコーディネーターを派遣した（5 件）。現地で

の日本文化紹介などの催しの数は 6 ヶ月間での

べ約 300 回、中部テネシー州立大学日米プログラ

ムに配置のコーディネーターの場合は、3 ヶ月間

で 22 回の活動を行い、のべ 1,700 人の現地参加

者があった。一方、日本のＮＰＯセクターには、

先進的な米国のＮＰＯセクターに学ぼうとする

志向が強い。「市民交流」助成プログラムが掲げ

る日米間の協働や相互裨益といった趣旨を、日米

ＮＰＯセクターの現況やニーズに照らして再検

討する余地がある。 
● 「日本・アラブ対話フォーラム」をエジプトで共

催し、日本、エジプト、サウジアラビア三カ国の

有識者がイラク問題等喫緊の課題について討議、

基金は、日本側専門家と随員を派遣した。同フォ

ーラムにおいては、文化の対話、中東地域の社会

経済開発、イラク支援の領域において、各国政府

の具体的政策に結びつくような提言がまとめら

れ、各国政府に報告された。 

 
５ 国際交流情報の収集・提供及び国際交流担い手への支援 

項 目 評 価 指 標 
有識者

委員会

の評価 
評 定 の 判 定 根 拠 

国際交流情

報の収集・提

供、 

ウェブサイトの

年間アクセス件

数が100万件以上

を含む実施状況 

B 

● 国際交流基金ウェブサイトを運営し、国際交流に

関する情報、国際交流基金に関する情報を提供し

ている。15 年度下半期のアクセス件数は、年間

目標数 100 万件を上回り、115 万件のアクセスが

あった。ウェブサイトについてはレイアウトの工

夫や頻繁な更新作業実施など、一層内容充実を図



 12

り、より多くのアクセスを得ることが必要であ

る。 
● 機関誌『国際交流』については、質・内容ともに

これまでの高い水準を保ちながら、更に読者層の

拡大を図る必要がある。 

国際交流担

い手への支

援 

裨益者アンケー

ト、外部有識者に

よる評価 
A 

● 国際交流基金賞、国際交流奨励賞、地域交流振興

賞等の顕彰を行い、これら事業の掲載記事数は

30 件にのぼり、受賞者の業績、優れた取り組み

についての情報を内外に周知することができた。

15 年度国際交流基金奨励賞を受賞した土日基金

はトルコにおける日本・トルコ交流の重要な機関

としてトルコでの認知度を高め、さらに日本支部

の設置を検討するなど、日本・トルコ交流の活性

化に成果があった。また平成 15 年度に地域交流

振興賞を受賞した武雄国際音楽祭推進会議は、従

来の音楽祭に加えて、「音楽祭国際フォーラム」

を企画するなど、地域交流の強化に貢献した。 
 
６ その他 

項 目 評 価 指 標 
有識者

委員会

の評価 
評 定 の 判 定 根 拠 

海外事務所

の運営、京都

支部の運営 
実施状況 B 

● 海外 19 都市にある海外事務所の図書館に、16 万

人以上の来館者があり、2.3 万以上の照会回答を

おこなった。 
● ホームページを開設している 14 海外事務所につ

いて、291 万件以上のアクセスがあった。特にソ

ウルでは、118 万件のアクセスがあった。 
● 基金事務所が主催・共催等で関与した事業が外部

広報媒体等で取上げられた件数は、パリ日本文化

会館（1 事業あたり 78 件）、ソウル日本文化セン

ター（1 事業あたり 58 件）のほか、全事務所平

均では、1 事業あたり 15 件となっている。より

広く一般における基金の認知度を上げるため、広

報活動に一層積極的に取組む必要がある。 
国際文化交

流のための

施設の整備

に対する援

助 

実施状況 A 
● 特定寄付金事業対象者に対して特定助成金を 11

件実施した。 
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７ 国別 

項 目 評 価 指 標 
有識者 
委員会 
の評価 

評 定 の 判 定 根 拠 

大韓民国 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 両国民が互いの文化についていっそう理解を深

めるため、伝統と現代のバランスのとれた日本文

化紹介のひとつとして、黒沢清監督講演会を実施

した。作品上映や講演会、対談等の立体的な企画

を組み、観客の満足度を上げることに成功した。

また、市民同士の交流については共同作業性を重

視して支援し、幅広い分野で地域に根ざした緊密

な交流を推進することができた。 
● 日本語・日本研究支援については、日本語上級講

座、日本語教師訪日研修、中等日本語教師研修等

を、それぞれのニーズに対応して実施したととも

に、継続的な支援により全体的レベルアップとネ

ットワーク化を促進することができた。 
● 日中韓NPOワークショップや日中韓の若手作家

の映像作品を紹介する｢Out the Window｣展で

は、両国の NGO 関係者や若手キュレーター、ア

ーティストらに交流の機会を提供し、日韓および

多国間の多様な分野における交流を促進するこ

とができた。 

中国 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 伝統と現代のバランスのとれた日本文化紹介の

ひとつとして、日本映画をその社会的背景も含め

て解説する講演会を実施した。日本映画を体系的

に捉え直すこのような機会に対して、会場から専

門的な質問が続くなど聴衆の反応は高く、また講

演内容と上映作品を開催地毎に用意した点でも

各地の関心に応えることができた。 
● 北京日本学研究センターや日本研究拠点機関に

対する継続的な支援は着実に成果を上げ、拠点機

関のひとつである南開大学日本研究センターが、

中国唯一の学院レベルでの日本研究機関として

日本研究院に昇格した。 
● 日中韓NPOワークショップや日中韓の若手作家

の映像作品を紹介する｢Out the Window｣展の実

施により、日中および多国間の多様な分野におけ

る交流を促進することができた。｢21 世紀のアジ

アを考える日中研究者フォーラム｣では、3 年に
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わたる両国の中堅研究者による対話を重ね、その

成果を出版物として公刊することができたと同

時に、今後、対話の対象を韓国やアセアン各国に

も広げていく可能性も見出すことができた。 

フィリピン 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 新たなニーズへの対応を視野に入れた日本語教

育支援の一環として、フィリピンにおいては認知

度・普及度が低い視聴覚教材について巡回セミナ

ーを実施し、多様な視聴覚教材の効果的使用法を

理論的に解説したところ、参加した日本語教師に

大きな刺激を与え、今後の教材の有効利用に道筋

をつけるものとなった。 
● 伝統と現代のバランスのとれた日本文化紹介の

ひとつとして実施した沖縄伝統芸能公演では、観

衆から優雅で洗練された舞踊に対する賞賛の声

が寄せられ、日本の地方文化を紹介する貴重な機

会となった。また、日比間で活発に行われている

市民交流を支援し、幅広い分野で地域に根ざした

緊密な交流を推進することができた。 
● 東 南 ア ジ ア 研 究 地 域 交 流 プ ロ グ ラ ム

（SEASREP）は、フィリピンに置く SEASREP
評議会が中心的役割を果たしつつ東南アジア諸

国における人文・社会科学分野の研究者間の相互

理解促進とネットワーク確立を推進しており、当

基金の継続的支援がフィリピンを含むアセアン

諸国の一体感醸成に貢献する代表的な事業とな

っている。 
● ｢日本 ASEAN 交流年｣として、在フィリピン日

本大使館および関係機関と協力し、日本映画祭な

ど時宜を得た事業を企画、また近隣事務所との協

力や在外邦人芸術家の活用により、同年の気運を

今後に繋げるよう配慮しつつ様々な事業を実施

することができた。 

タイ 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 日本語教育・日本研究支援については、教育・研

究機関の自立化や地域ネットワーク作りに配慮

した支援を行った。タマサート大学とチェラロン

コン大学の主要な日本研究者が集まった合同セ

ミナーでは、タイにおける日本研究のあり方につ

いて議論し、今後の連携の可能性を探ることがで

きた。 
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● J-ASEAN POPs のバンコク公演は、タイの代表

的音楽会社である GMM グラミー社との共催に

より開催し、約 7,000 人の観客が集まる盛況とな

った。ジャニーズ Jr.等のポップスと新田昌弘に

よる三味線演奏が同じ舞台に上がり、伝統文化を

含めた魅力的な日本文化をタイの若者に見せる

ことに成功。コンサートの模様や参加アーティス

トへのインタビューが多くのマスコミで報道さ

れた。 
● 東南アジアの日本研究者が集まる機会が少ない

中、｢日アセアン経済協力関係｣をテーマとして、

タマサート大学にて｢アジア諸国の日本研究に関

する地域会議｣を開催し、タイを含むアセアン諸

国との間の知的交流の推進に努めた。 
● ｢日本 ASEAN 交流年｣の一環として、2003 年 6

月から 11 月まで、日本の大型舞台公演 5 件を連

続して上演した。会場容量に対する観客動員率は

平均 86％、観客アンケートによる満足度は 10 段

階評価で 8 点以上をつける観客が 80％を超えた

ほか、すべての事業がテレビで放映され、新聞雑

誌にレビュー記事が掲載された。とくに英字紙

ネーションのレビュー記事は、2003 年におけ

る日本の文化交流事業が活発であることに触

れ、「他の外国文化機関も日本のリードに触発

されてしかるべき」と述べた。 

マレーシア 

国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
 

A 

● マレーシア教育省による中等教育シラバス改訂

作業を視野に入れ、シドニーおよびバンコク日本

文化センターの協力を得て講師を招き、各国のシ

ラバス作成を紹介するセミナーを実施するなど、

マレーシアの東方政策および中等教育に関わる

日本語教育支援の充実に努めた。 
● 劇団｢U-Stage｣による大道芸公演および児童向

けワークショップは、身近な伝統芸能として大好

評を得、日本文化に直接触れる参加型・体験型の

事業として、広く一般市民との相互理解強化に貢

献した。 
● 在外公館および日本文化センターからの推薦（1

位）を踏まえ、マレーシアの民間舞台芸術活動を

牽引するアクターズスタジオ芸術監督ジョー・ハ
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シャム氏を招聘。2 週間の滞日中に 50 名を越す

関係者との意見交換と演劇鑑賞を行い、日馬間に

おける今後の舞台芸術交流の可能性を大きく広

げることができた。 
● ｢日本 ASEAN 交流年｣の一環として、｢アジア漫

画展｣など地方巡回が可能な事業、あるいは｢劇場

スタッフ養成ワークショップ｣などの人材育成事

業を実施した。同年の気運を今後に繋げるよう配

慮しつつ多くの事業を実施することができた。 

インドネシ

ア 

国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● インドネシア教育省との協力により、同国高等学

校のカリキュラム改訂を踏まえた日本語教材の

作成について、ジャカルタのみならず地方各州も

巻き込み検討会議およびワークショップを継続

的に実施した。また、東南アジアで唯一、日本研

究において博士号を取得できるインドネシア大

学をはじめとするインドネシア日本研究機関の

代表者会議を開催し、ネットワーク形成と協力関

係の構築を図った。 
● J-ASEAN POPs のジャカルタ公演は、同国で当

時人気絶頂にあったダンドゥット歌手イヌルも

出演したことから大きな社会的反響を呼び、

4,000 人の会場が満員となった。コンサートの模

様は国営放送 TVRI で放送されたほか、同国を代

表するインドネシア語日刊紙コンパスの一面で

報道された。関連事業として、日本のポップスを

紹介するラジオ番組「Tokyo Beat」を制作、100
を超える全国のラジオ局で放送するなど、各メデ

ィアと効果的に連携したことにより、従来の事業

とは異なる対象層を開拓することができた。 
● インドネシア戦略問題研究所主催｢メディア・フ

ォーラム｣、東南アジアの NGO 等関係者が集ま

った｢性的搾取を目的とした子どもの人身売買に

関する東南アジア会議｣など、多様な分野におけ

る対話事業を積極的に支援した。 
● ｢日本 ASEAN 交流年｣の実施にあたっては、基

金事業と在外公館事業の連携を図った。例えば

｢アジア漫画展｣開催に際して公館の協力を得て

東南アジアで著名なマレーシア人漫画家ラット

氏の講演会を実施する等、相乗効果を上げること
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ができた。 

インド 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● ｢日印仏教哲学セミナー｣、｢アジア・リーダーシ

ップ・フェロー・プログラム｣等により、多様な

分野における人的交流と知的交流を促進した。 
● コンテンポラリーダンス｢山田せつ子＆枇杷系｣

の公演は、伝統舞踊に強いインドにおいて日本の

多様な現代舞踊を紹介する好機となった。舞台の

模様は国営テレビで放映されたほか、ムンバイ、

チェンナイ、コルカタに巡回。各地の総領事館と

公演準備の早い段階から連携を取り、公演を成功

に導いた。また、南アジア 5 カ国の演出家による

共同制作｢南アジア演劇プロジェクト｣は、2004

年 2 月、東京にて各国作品上映と意見交換を実

施、日本の市民に対してインド現代演劇の実力を

印象付けたとともに、南アジア域内における初の

演劇交流として関係者から高い期待が寄せられ

た。 

● 派遣専門家による近隣諸国をも視野に入れた日

本語教育支援、研究者日本語研修による若手研究

者の育成、日本研究客員教授派遣等により、拠点

機関を中心とする日本語教育・日本研究の支援に

努めた。 

オーストラ

リア 

国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 各地に派遣している専門家 6 名が中心となり、ニ

ュージーランドも対象に含めた教師研修会、日本

語教材の開発と頒布等、日本語教師の資質の向上

やネットワークの構築を中心に様々な形での支

援を長期的な視点で行った。 

● 文化庁、ニュー・サウス・ウェールズ州立美術館

との共催により開催した「四季展」の総入場者数

は、当初予想の 2 万人を大きく上回り、34,566

人に達した。作品（重要文化財を含む）の質の高

さに加え、「四季」という極めて平明なテーマが

一般市民の関心を広く集める結果となり、日本の

伝統文化に対する憧憬、日本人の繊細な感性に対

する共感といった声が多数寄せられた。また、シ

ンポジウム「Australianese & Japaralians」で

は、日豪間の交流の過程で生じる文化の「変容」

の問題について検討し、それがどのようにオース

トラリアの新たな文化創造に貢献しているかを
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探った。シドニー文化センター設立 10 周年記念

事業として、今後の日豪間の交流を担う専門家の

交流を促進するとともに、今後の基金事業の方向

性や可能性を探る上でも貴重な機会となった。 

● ｢豪州・ニュージーランド日本研究機関代表者会

議｣では、豪州および NZ の日本研究機関代表者

20 名が一堂に会し、同地域における日本研究の

現状と課題、展望等について活発に議論し、日本

研究のネットワーク化を図った。また、国際会議

｢東南アジアの移民労働｣を助成するなど、日豪共

同でのアジア大洋州地域の共通課題解決に向け

た動きを積極的に支援した。 

カナダ 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 日加国交樹立 75 周年を迎えたカナダとの間で、

トロント大学と共催で開催した「日加国交樹立

75 周年記念シンポジウム」を始めとし、カナダ

側文化・学術機関、在外公館等と連携し効率的に、

文化芸術、日本語教育、日本研究、知的交流の各

分野で十分な事業を実施した。 
● 「バンクーバー国際映画祭」等波及効果の高い事

業や、カナダとの舞台芸術共同制作事業であるド

ラマリーディング「月の岬：Capemoon」といっ

た将来性のある先駆的事業、グラフィックデザイ

ナー松永真講演会等を実施、成果を挙げた。 
● 日本語教師研修や舞台芸術関係者グループ招へ

い参加者による事業成果の還元とネットワーク

形成を行い、今後の日加間の文化交流の発展につ

ながる事業を実施した。 

米国 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 日米交流 150 周年を迎えた米国との間で、ニュ

ーヨークの日本協会と共催で、日米を始め、アジ

アからも政策決定者、ジャーナリスト、学者等

30 名を集め会議と公開シンポジウムから成る日

米交流 150 周年記念事業：『日米同盟の再定義』

を開催し、マスコミでも大きく取上げられた。そ

の他、米側文化・学術機関、在外公館等と連携し

効率的に、文化芸術、日本語教育、日本研究、知

的交流の各分野で十分な事業を実施した。 
● ロサンゼルス事務所による日本語教育ワークシ

ョップの開催と研修内容のウェブ上での公開を

実施する他、各種日本語教育支援事業を実施し、
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基盤整備を進めた。 
● 日本の優れた舞台芸術を広く米国に紹介すると

共に、両国のアーチストによる共同制作を促進す

る助成プログラム Performing Arts Japan によ

り、「野村万作と『万作の会』」等 7 団体が、北

米 25 都市を巡回、2 万人以上の観客を動員し、

メディアの注目を集めるとともに、高い評価を得

た。また、バークレー交響楽団と田中カレン等 6
件の共同制作も実施し、新作はいずれも中間発表

の段階から、観客とプレスの注目を集めた。 
● 日米間の市民・草の根交流を充実させるため、両

国のNPOセクターにおける革新的な情報技術活

用 に つ い て の 情 報 交 換 事 業

「 Japan-U.S.Technology Collaboration 
Project」等を支援した。NPO 活動の効果・効率

を高めることに資するともに、今後の日米間のネ

ットワーク構築が見込まれる。 

メキシコ 

国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
 

A 

● メキシコ大統領来日時の日墨共同宣言において、

両国民間の親近感を深めるため、文化交流の更な

る活発化の重要性が確認され、2005 年のセルバ

ンティーノ国際芸術祭（ラテンアメリカ最大級の

芸術祭）の招待国としての日本の参加表明が歓迎

されている状況において、2003 年の同芸術祭の

メインイベントとなった、劇団パパタラフマラの

「船を見る：Ship in a view」公演等を支援し、

高い評価を得た。 
● メキシコ日本語教師会に対し、教師の研修とネッ

トワーク形成を支援するとともに、海外日本語教

師研修等を通じて、メキシコの日本語教師の教授

能力向上を図り、日本語教育の基盤を整備した。 
● 日本のアニメに対する関心が高まっている中、日

本のアニメに関する講演会｢ジャパニメーション

1963-2004｣を国立工科大学で実施するととも

に、中米・カリブ地域でアニメ映画祭を巡回実施

し、日本への関心をさらに高めた。また、日墨双

方の映画作品の相互上映実現を目指し、メキシコ

国立シネマテーク事務局長を招へいし、関係者と

の意見交換を行った。 
ブラジル 国別ニーズを踏 A ● 日本語教育専門家の派遣や、日本語教材『読もう
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まえた事業実施

状況 
話そう中級日本語』及び『漢字絵辞典』の制作支

援、「日本文化」の教授法開発のためのフェロー

シップの提供等を通じて、外国語としての日本語

教育の展開を一層促進した。 
● 日本との交流に積極的に取り組んでいる文化財

団の総務理事を招へいし、関係者との協議を行っ

た。2008 年のブラジル日本移民百周年記念も視

野に入れた、今後の更なる日伯間の文化芸術交流

促進につながる訪日となった。 
● 南米地域での効果的な事業の実施の観点から、南

米 9 カ国から元フェロー31 名を集めた「フェロ

ー懇談会」や、サンパウロ日本文化センターの講

師及び日本からの短期派遣専門家による「日本語

教育巡回セミナー」を実施し、各地の専門家間の

情報交流、ネットワーク形成を促進した。 

英国 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 英国の３地方都市で、1990 年代の秀作 7 本の巡

回上映を行い、主要メディアや観客からは好意的

な反応を得たほか、今後の地方における事業展開

へ大きな足がかりを得た。 
● 「からくり人形レクチャー・デモンストレーショ

ン」をロンドン及びエディンバラにて実施した。

からくり人形の実演に対する一般市民の人気は

高く、現代の日本のロボットにいたる人形創造の

歴史、背景への関心を高めた。 
● 日本語教育導入に関心を持つ初等・中等教育レベ

ルの校長・語学主任クラスの教師 14 名を集め、

各種情報の提供及び日本語初歩の紹介を 3 日間

の集中研修で行った。学校トップレベルの教師

に、日本語教育に対する理解を促すことで、波及

効果の高い結果を得られた。 
● 12 世紀から 17 世紀における日本の都市につい

て、考古学的見地から比較研究する、日本、英国、

欧州の研究者による国際会議プロジェクトを実

施し、研究者間の人的交流や共同研究の基盤整備

に貢献した。 

ドイツ 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 「日独作家対話展」を実施し、「現代日本」をア

ピールすることで、若者に対して魅力的な現代文

化を紹介することに成功した。 
● 教育段階別にある３つのドイツの日本語教師会
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が主催した研修会を支援することで、日本語教師

間のネットワーク形成、相互連携強化を促進し

た。 
● 黒澤明シンポジウム（ジーゲン大学）、同映画展

（フランクフルト映画博物館）を行うことで、研

究者と一般市民双方にとって、黒澤作品再評価の

好機を作り出した。 
● 「持続可能な発展にむけての市場ガバナンス」を

テーマとした国際会議を助成した。日欧の専門家

が意見交換を行い、実践的な手法を提案すること

で、社会にとって有益な活動、提案を共同で行う

日欧間の基盤が強化された。 

フランス 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 「ひととロボット展」をパリ日本文化会館で行

い、ロボットに対する日本固有の見方、文化を紹

介することで、日本文化への関心を高めた。また、

主要メディアがこぞって取上げたため、「ロボッ

ト展」のみならず、同会館に対する広報効果も大

きかった。  
● 会議助成を行った「フランス日本研究学会」にお

ける木下直之東大助教授による公開講演会には、

パリのみならず、地方都市からも日本研究者・大

学院生が参加し、フランス国内の日本研究に関す

る情報交換が活発に行われた。 
● 三好和義「日本の世界遺産」写真展を計７ヶ所に

地方巡回し、地方における日本文化に対する理解

を促した。 

イタリア 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 「からくり人形レクチャー・デモンストレーショ

ン」を実施した。からくり人形の実演に対する一

般市民の人気は高く、現代の日本のロボットにい

たる人形創造の歴史、文化的背景への関心を高め

た。 
● イタリア唯一のイタリア日本語教師会の「イタリ

ア日本語教育協会」が開催した日本語教授法研修

会の経費を一部助成することで、日本語教師のネ

ットワーク形成を支援した。 
● ボッコーニ商科大学主催日伊経済比較国際会議

に参加者旅費等経費一部を助成したところ、日

伊、他欧米諸国の経済学者、また政官財会の主要

人物を含む総計 70 名余りが参加、日伊両国が共
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通に抱える福祉改革、財政再建等の問題に焦点を

当てて討議が重ねられ、今後の対話継続が約され

た。 
● 「三絃・筝邦楽デュオ・コンサート」をローマ他、

2 つの地方都市で行った。各地に根ざした文化活

動を活発に行っている機関とうまく連携、そのネ

ットワークと広報力を活かして、ローマ日本文化

会館からは通常手の届きにくい地方において、費

用対効果の高い事業を実施できた。 

ロシア 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 「心の拠り所－日本の現代美術－」展をモスクワ

市現代美術館にて実施した。主要メディアでも数

多く取上げられ、波及効果の高い、日本の現代美

術紹介を実施できた。 
● モスクワ国際関係大学に日本語教育専門家を派

遣し、ロシア国内全域の日本語教師のアドバイザ

ーとして、波及効果の高い支援を行った。 
● 「現代日本詩歌」、「現代日本小説」アンソロジー

（ロシア語）を各 8,500 部ずつ出版し、メディア

の書評にも多く取上げられ、高い評価を得た。 
● 「ロシアにおける日本文化フェスティバル

2003」の一環として、「H・アール・カオス」に

よるコンテンポラリー・ダンス公演をモスクワ、

サンクトペテルブルクで実施し、観客、マスコミ

からも反響が大きかった。 

ハンガリー 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 日本を代表するダンサー、振付師である金森穣氏

率いる「Project Noism04」の公演を、ブダペス

ト市内トラフォ劇場にて実施した。ハンガリーに

おけるコンテンポラリー舞台芸術イベントのメ

ッカ的存在である同劇場で行われた意味は大き

く、観客も収容人数を超える数が集まり、また、

多くのメディアでも報道された。 
● ブダペストにおいて「学習者の習得レベルから見

る指導と評価」とのテーマで日本語教育セミナー

を行った。ブダペスト事務所には、基金の専門家

がいることから、周辺諸国からの参加も得た同セ

ミナーを契機に、ブダペストを中心とした東欧地

域の日本語教師間の連携が更に強化された。 
● ハンガリーを代表する映画館であるウラニア映

画館にて、若手映画監督作品を特集した現代日本
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映画祭を実施した。各種メディアへの露出度も高

く、観客にも非常に高い満足度を与えることがで

きた。 

エジプト 
国別ニーズを踏

まえた事業実施

状況 
A 

● 日本とエジプト及びサウジアラビアとの、極めて

外交的重要性の高い対話事業である｢日本アラブ

対話フォーラム｣の第2回会合を、エジプト・ア

レクサンドリアで開催した。文化の対話、中東地

域の社会経済開発、イラク支援の領域において、

各国政府の具体的政策に結びつくような提言が

まとめられ、各国政府に報告された。 
● エジプト第二の都市アレクサンドリアで、日本文

化週間を開催し、生け花、日本の文化遺産写真パ

ネル、民芸品（こけし等）の展示と並行して、日

本映画上映会を毎夜開催した。全体で1,500人以

上が来場、新聞にも大きく紹介され、集中的、か

つ効果的な日本文化紹介を行うことができた。 
● イラクにおいてTVドラマ『おしん』を放映する

ため、カイロ事務所が、以前、基金事業によりエ

ジプトで放映した際に作成したアラビア語字幕

版テープから複製テープ作成の手配を行い、イラ

クへの迅速なテープ提供により早期の放映が実

現した。 
● 日本国内における中東地域に対する理解促進を

目的として、一般の社会人等を対象に、中東域内

の文化・社会などを紹介する｢中東理解講座｣を開

講した。「イラクを知ろう」、「イスラームという

モノサシ－近代化との関係を考える－」の２テー

マで、各全６回開講し、募集人員に対し２倍近く

の応募が幅広い年齢層、職種の市民からあった。 
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